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1．はじめに 

島国である日本では、船舶は重要な輸送手段の一つ

であり、日々多くの船舶が各港湾に入出港している。

各港湾および各港湾を接続する沿岸域では、多くの船

舶が集中するため、極めて過密な航行環境が形成され、

衝突が発生する危険性が高い 1)。そのため、特に船舶

交通が過密な東京湾、伊勢湾、大阪湾、瀬戸内海にお

いては、海上交通安全法により安全対策として航路や

通航規則が定められている。一方で、沿岸域は船舶交

通が多く衝突が発生しやすいにもかかわらず、法的な

安全対策が講じられていない。 

海上保安庁が 2013 年に示した第 3 次交通ビジョン 2)

における準ふくそう海域のモデル海域として、伊豆大

島西方海域での衝突の危険性を減少させるための安全

対策を検討することとなった。弊所では、AIS データを

活用した新しい航路指定を設計・評価する手法を構築

し、これを伊豆大島西方の海域に適用し推薦航路を設

計・選定した 3)。本論ではその手法の概要と当該海域

への適用例を示す。 

 

2．伊豆大島西方海域における推薦航路 

伊豆大島西方海域における推薦航路の設定位置を図

1 に示す。本推薦航路は、国際海事機関（IMO）第 98

回海上安全委員会（2017 年 6 月 7 日～16 日）にて採択

され 4)、2018 年 1 月 1 日から運用が開始される。 

推薦航路の設定は、我が国で初めてのものである。

また、本推薦航路は、AIS 仮想航路標識を利用したもの

であり、その効果への世界的関心が高い。 

 

3．船舶交通の整流の具現化策 

IMO のガイドライン 5)等によると、船舶交通の整流を

具現化するための施策は、3 種類に分けることができ

る。ここでは、それぞれの特徴と予想される効果を簡

単に示す。 

①  分離通航方式 

法的拘束力を持つ航法が設定されることから、整

流効果は高い。日本沿岸では多様な社会経済活動が

盛んなため、航法上の法定条件の設定による海域利

用者間の利害調整が困難であると考えられる。 

② 推薦航路 

「分離通航方式」ほどの高い整流効果は望めない

が、航行上の制約が少なく自由度を有し、海域の通

航実態に即したトン数等の条件設定が容易である。 

 

図 1 推薦航路の設置位置（海上保安庁提供） 

 

海図への記載ができることから、国内外の航海者に

対する周知効果が高いと考えられる。 

③  自主的な航行規則 

法的拘束力がなく、海図にも記載されないことか

ら、航海者に対する周知効果が低く、効果が限定的

にならざるを得ないと考えられる。 

 

4．新しい航路指定の設計・評価手法の概要 

著者らが構築した推薦航路などの航路指定を新たに

設定するための手順を図 2 に示す。ここでは、その概

要を記す。 

まず、海域の問題点および解決のための方針を決定

する。具体的には、海域利用者の意向を踏まえ、事故

データや AIS データによる交通概略の分析を行い、問

題点とそれを解決する方針を決定する（(A)事前解析）。 

次に、現状の交通状況分析と解決のための具体策の

立案を行う。アンケート調査や AIS データ分析等によ

り詳細な現状交通の分析を行い（(B)航行情報の詳細な

解析）、(A)および(B)を考慮して問題点を解決する複

数の具体案を立案する（(C)新しい航路指定案の設計）。 

最後に、予測に基づく意思決定を行う。各設計案に

ついて航路指定の設計案導入後の将来的な交通変化を

予測（(D)将来予測）し、交通流シミュレーション結果

から安全性や経済性等の観点から設計案を定量的に比

較評価し（(E)シミュレーション結果の評価）、最も効

果が高い一案を選定する（(F)最適案の選定）。 

 

5．伊豆大島西方海域における推薦航路の設計・評価 

伊豆大島西方海域では、反航する商船同士の衝突と、

商船と漁船の衝突が多く発生している。前者の事故を 



 

 

図-2 航路指定の設計・評価手法の手順 

 

減少させるには、反航船の遭遇を減らすような整流化

が効果的と考えられる。後者の場合には、整流化によ

って船舶交通の流れが一方向に限定され、結果として

漁船が注意すべき方向が限定されることにより事故が

減少する効果を得られると考えられる。 

また当該海域では外国籍船舶の割合が多く、大型

船舶ほど沖合いを航行する特徴を持つ。そのため周

知効果が高く通航の制約を受けにくい、中心線を基

準に幅が限定されない推薦航路により整流化を図

ることとなった。 

当該海域はキンメダイを始めとする好漁場であり、

多数の漁船が操業している。また、AIS 非搭載船舶も多

数航行している。そこで、現地でのレーダー実態調査

および漁業者へのアンケート調査を行い、通航隻数や

行動分析を行った。これらの調査および AIS データ分

析を基に、整流化のための具体案として長さや角度を

変えた 3 案を立案した。 

予測に基づく意思決定のため、当該海域を通航する

船舶を船種船型や速力別に群に分類し、各群に対して

通航隻数、航路と速力を設定し交通流シミュレーショ

ンを実施する。また、推薦航路導入後の予測では、既

往研究から構築された手法 6)を適用し、全体の 5%の船

舶が推薦航路に従わないと仮定し、現状の通航位置分

布形状を幅方向に縮小させた分布を推定した。シミュ

レーション結果の評価では、当該海域での船舶交通の

特徴を考慮して、2 つの視点からの安全性評価および経

済性評価を行った。安全性評価では、当該海域は反航

船同士の衝突が多いことから反航船同士の遭遇頻度、

および反航以外の遭遇を考慮して船舶の針路が他船に

より制限され操船困難になる状況 7)について評価した。

なお、推薦航路の出入り口周辺に船舶が集中すること

を考慮して、全体的な傾向に加え、海域を複数に分割

した要素別の傾向を評価した。さらに、経済性評価で

は、推薦航路により遠回りになる経路を通航する商船

の航行距離を算出した。各設計案それぞれに一長一短

の評価を得たが、最終的に総合的評価として効果が高

かった現状の交通流に近い角度を持つ長い推薦航路の

案を選定した。 

 

5．まとめ 

新しい航路指定の設計・評価手法を用いて設定・選

定した伊豆大島西方海域における推薦航路案が、IMO

により採択され、2018 年 1 月から運用が開始される。

伊豆大島西方海域に引き続き、本手法を用いて別の海

域における推薦航路の設定について検討中である。 
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